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6.農林 － 1.農業 － 3.農業

　研修を必要とする新規就農志望者で、その研修に要する経費の一部を支援する。また、研修後引き続き5年以

上市内において営農する者に研修資金償還がある場合、償還金の一部を助成する。

新規就農研修資金償還事業補助金(4戸) 

2,160,000円

就農研修資金償還の対象4戸に対し、補助金の交付を

行い、新規就農者に対する支援を行った。
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１１１１....事業事業事業事業のののの概要概要概要概要

２２２２....事業事業事業事業のののの目的目的目的目的とととと必要性必要性必要性必要性

３３３３....事業費事業費事業費事業費のののの推移推移推移推移

４４４４....主主主主なななな事業費事業費事業費事業費のののの内訳内訳内訳内訳 ５５５５....事業結果事業結果事業結果事業結果のののの概要概要概要概要

平成22年度　　事業評価（事業活動記録）

事業No. 385

①施策で目指す目標との関連付け

　南丹ブランド生産者等への支援として、就農研修資金の償還を助成することで、担い手の減少や高齢化の

進展が著しい中山間地等の条件不利地域における新規就農者の確保・育成が図れる。

②事業を実施する必要性

　新規就農者が研修を行う際に資金面での支援を行うことは、新規就農者の生活を安定させるため必要であ

る。

2,655決算額または計画額

財

源

内

訳

うち一般職・嘱託職・臨時職の

給与および共済費等

使用料・手数料等

国 ・ 府 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

職 員 等 の 従 事 人 員

人 件 費

事 業 費 総 額

2,100 2,160 2,160 3,600 4,400 6,080
単 位

人 /年

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

540 900 1,080 1,080 1,800 2,200 3,040
0 0 0 0 0 0 0

2,115 1,200 1,080 1,080 1,800 2,200 3,040
0.10 0.05
499 254

2,659 2,414

平18決算 平19決算 平20決算 平21決算 平22予算 平23計画 平24計画

－

－

－

－

－

－

千円未満を四捨五入し表示しているので、合計等が一致しない場合がある。

※事業費を要しない場合は「0」、事業を実施しない場合は「空白」で表示。

※
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担い手農家不足の解消と新規農業者の育成のために引き続き事業展開を図る。

①有効性・効率性を向上させるため、担当職員と議論を重ねた点

　　新規就農対策。

②当該事業のアピール事項

　　担い手不足を解消するたまには不可欠な事業。

③反省点、今後の展開・方向性等

　　引き続き継続する。

６６６６....活動活動活動活動のののの詳細詳細詳細詳細

７７７７....所属長評価所属長評価所属長評価所属長評価〔平成20年度から改善した点、今後の展開など〕

【【【【参考参考参考参考】】】】過年度過年度過年度過年度のののの評価評価評価評価

■平成21年度の所属長評価

活　　　動　　　内　　　容 活動日又は時期 活 動 結 果 等

(1)補助金交付申請

農業者からの補助金交付申請を受け、京都府へ補助金

交付申請

9月 4戸

(2)補助金交付決定

京都府からの補助金交付決定を受け、農業者へ補助金

交付決定

10月 4戸

(3)交付金の支出

就農研修資金の償還期限までに補助金の支出 11月 4戸

(4)事業完了検査

事業実績報告に基づき、事業完了検査を実施 12月 4戸

(5)交付金の額の確定

検査完了に伴い、交付金の額の確定 3月 4戸
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